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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （千円） 10,418,408 12,149,497 14,237,330

経常損失（△） （千円） △193,248 △9,037 △274,909

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △207,740 △61,784 △306,315

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △58,203 235,549 △102,608

純資産額 （千円） 1,272,153 1,667,819 1,227,748

総資産額 （千円） 8,206,835 9,074,034 8,155,966

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △206.81 △58.38 △304.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 15.5 18.4 15.0

 

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） △42.25 74.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、2022年11月22日付で適時開示いたしました「主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関する

お知らせ」のとおり、当第３四半期連結会計期間において、株式会社ＩＡＴはその他の関係会社となり、永田紙業株

式会社はその他の関係会社ではなくなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による新型コロナウイルス感染症に係る行動制限の解除

以降、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあり持ち直しの動きが見られたものの、原材料価格の高騰や外国為

替市場の変動、物価上昇等が見られ、また、世界経済につきましても、ロシア・ウクライナ紛争の長期化や中国の

新型コロナウイルス感染者の急増による景気への影響等、先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況の中、当社グループは、国内外の体制を再整備し、合理化の実行による業績向上を目指してまい

りました。

　売上は、121億49百万円（前年同四半期104億18百万円）と増収となり、利益面では、営業利益１億70百万円（前

年同四半期損失１億55百万円）、経常損失９百万円（前年同四半期損失１億93百万円）、親会社株主に帰属する四

半期純損失61百万円（前年同四半期損失２億７百万円）と改善となりました。

 

　セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

（合成樹脂成形関連事業）

　顧客業績の回復に伴い、当社及び連結子会社で売上が増加したことにより売上高は、104億76百万円（前年同四

半期88億64百万円）と増収となり、利益面では、営業利益１億42百万円（前年同四半期損失１億18百万円）と改善

となりました。

（物流機器関連事業）

　受注拡大に努め積極的な営業活動を展開し大口顧客向けを受注したことにより、売上高は、16億72百万円（前年

同四半期15億53百万円）と増収になりました。利益面では、営業利益27百万円（前年同四半期損失36百万円）と改

善となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　資産合計は90億74百万円となり、前連結会計年度末と比べ９億18百万円増加しました。これは、主に受取手形及

び売掛金が４億89百万円、原材料及び貯蔵品１億39百万円、機械装置及び運搬具１億24百万円増加したことによる

ものです。

（負債）

　負債合計は74億６百万円となり、前連結会計年度末と比べ４億77百万円増加しました。これは主に、支払手形及

び買掛金が５億41百万円増加、長期借入金が１億22百万円減少したことによるものです。

（純資産）

　純資産合計は16億67百万円となり前連結会計年度末と比べ４億40百万円増加しました。これは主に、為替換算調

整勘定が２億96百万円、資本金、資本剰余金がそれぞれ１億２百万円増加したことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

（資本業務提携及び第三者割当による新株式の発行）

　当社は、2022年10月26日付の臨時取締役会において、株式会社ＩＡＴ（以下「ＩＡＴ」といいます。）との間で

資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といい、本資本業務提携契約に基づく資本業務提携を「本資本業

務提携」といいます。）を締結することを決議し、ＩＡＴを割当予定先として第三者割当の方法による新株式の発

行を行うこと（以下「本第三者割当増資」といいます。）について決議しました。なお、本第三者割当増資は、

2022年11月14日に払込みが完了しております。

　なお、詳細については、「第３ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （４）発行済株式総数、資本金等の推移」に

記載のとおりです。

 

1．本資本業務提携の目的と理由

　当社は、当社の抱える重要な経営課題に対応するため、種々の施策に取り組んでおりますが、現在のところ、当

該経営課題を抜本的に解決するには至っていないものと認識しております。

　現在、当社は、国内外において、ＯＡ機器・住設機器以外にも情報通信機器・介護用品等の幅広い分野にビジネ

スを展開することにより、売上を伸ばしておりますが、いずれも、長い間当社の主力製品の座を占めてきたＯＡ機

器・白物家電・住設機器の製造販売事業の収益減少分を補うだけの事業規模には至っていない状況です。

　また、収益力の低下傾向を打開するべく、当社は、国内に生産拠点が現存し、今後も伸長を期待することがで

き、ＯＡ機器の製造販売事業の縮小分を補うに足る大きなビジネス規模を誇る自動車産業向け樹脂製品にチャレン

ジするため、自動車部品向けで優位性のある大型射出成形機を保有する樹脂製品製造会社であった株式会社ハイ

モールド（後にＨＭヤマト株式会社）を2017年１月に買収し、自動車向けビジネスの創出に全力で取り組みました

が、当社は、自動車会社にゲストエンジニアを派遣し、自動車会社と協働して開発を行うティア１メーカー（直接

納入業者）たる地位を築くことができず、二次三次下請であるティア２・３メーカーの立場に留まらざるを得な

かったことから、工場規模に見合った収益を獲得することができず、結果として大きな赤字を計上することとな

り、誠に遺憾ながら当社の子会社となったＨＭヤマト株式会社の射出成形・加工事業を2021年に売却いたしまし

た。その結果、自動車分野においては、当社は日本国内及び中国で、自動車部品メーカー等向けに中型射出成形機

を用いた樹脂製品を販売しているものの、採算性及び規模からして、会社業績の柱とはなっておりません。

　上述のとおり、当社の主要事業である合成樹脂製品関連事業は、白物家電の製造販売事業そのものが大幅に縮小

するとともに、ＯＡ機器の製造販売事業の採算性も低下したこと等によって、全体として縮小しており、当社とし

て、従来の当社のビジネスモデルが毀損しつつある現状を打破することを目的とした新しいビジネスモデルの創出

に取り組んでまいりましたが、未だその成果を十分に上げるに至っておらず、当社の収益性は中長期的な低迷を余

儀なくされている状況にあります。

　当社は、新たな樹脂製品ビジネスの立上げを模索する上で、将来に向け、また規模感という意味でも最も可能性

のある分野の１つが、自動車産業分野であると考えております。現在、地球規模での環境負荷増大が懸念される中

で、世界規模で環境負荷を低減した新しいコンセプトによる自動車へのシフトが進行しております。この転換期に

あっては、従来のガソリン・ディーゼル・ＨＶと新コンセプト車との開発が平行して行われ、既存完成車メーカー

の技術開発力では機能性と安全性を持ちつつ軽量化を実現するための技術的・人的リソースが不足することが懸念

されます。この流れの中で、自動車の技術開発・デザインに携わる会社の重要性が増大すると同時に、軽量化とコ

スト競争力を担保するための内外装樹脂製品の製品設計・金型設計を得意とする樹脂製品製造メーカーの役割も増

大してくるものと考えております。

 

2．本資本業務提携の内容

　当社及びＩＡＴは、自動車部品に関する合成樹脂成形事業において協働することにより、当社及びＩＡＴ両社の

企業価値向上を図ることを目指し、以下に定める各事項に関して業務提携を行うことを検討するものとし、本業務

提携の具体的な内容・方法について相互に協議するものとされています。

イ 自動車に関連するＩＡＴが開発する案件における生産要件を盛り込んだ製品設計、試作品製作、金型・治工具類

の設計製作及び量産化

ロ 自動車における樹脂化（軽量化等）を検討するための、当社が創業以来蓄積した技術ノウハウの活用、ＩＡＴと

協働して使用する樹脂の選定・開発並びに射出成形・真空成形・プレス成形・ＲＴＭ成形等の各種工法の選定及

び提案

ハ 上記業務提携を推進するにあたっての顧客の開拓

ニ 上記業務提携を推進するにあたっての人材の相互交流、情報と技術・ノウハウの共有化

ホ 中国市場における、IAT Automobile Technology Co.,Ltd.の中国関連会社と当社の中国子会社との間の協働
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3．資本業務提携の相手先の概要

（1）名称　　　　　　　　　株式会社ＩＡＴ

（2）所在地　　　　　　　　愛知県岡崎市康生通南３丁目３番地　マルワビル５階ＡＢ室

（3）代表者の役職・氏名　　代表取締役社長　劉 剣

（4）事業内容　　　　　　　中国市場における自動車関連開発支援

（5）資本金　　　　　　　　46.5百万円

（6）設立年月日　　　　　　2001年10月19日

（7）大株主及び持株比率　　IAT Automobile Technology Co.,Ltd.（100％）
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,296,000

計 2,296,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,332,179 1,332,179
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 1,332,179 1,332,179 － －

(注)2022年11月14日を払込日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が315,000株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年11月14日 315,000 1,332,179 102,375 1,029,998 102,375 887,507

(注)第三者割当増資

発行価格　　　650円

資本組入額　　325円

割当先　　　　株式会社ＩＡＴ

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　なお、2022年11月21日付で当社の主要株主である筆頭株主の永田紙業株式会社より大量保有報告書（変更報

告書）の提出があり、所有している一部株式を株式会社ＩＡＴに120,500株（第三者割当増資による新株発行

315,000株との合算株式保有割合32.69％）、ＪＣインベストメント株式会社に89,500株（株式保有割合

6.72％）を譲渡した旨（永田紙業株式会社の譲渡後の保有株券数190,000株、保有割合14.26％）が記載されて

いるものの、当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 12,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,003,000 10,030 －

単元未満株式 普通株式 1,579 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  1,017,179 － －

総株主の議決権  － 10,030 －

（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」、「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿によ

る記載をしております。

３　2022年11月14日を払込日とする第三者割当増資により、発行済株式総数315,000株及び議決権の数が3,150個

増加しておりますが、上記株式数及び議決権の数は、当該株式発行前の数値を記載しております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ヤマト・インダストリー

株式会社

埼玉県川越市大字古谷上

4274番地
12,600 － 12,600 1.25

計 － 12,600 － 12,600 1.25

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人不二会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,969,931 2,052,157

受取手形及び売掛金 2,275,679 ※２ 2,765,115

電子記録債権 855,115 ※２ 796,997

商品及び製品 544,574 654,227

仕掛品 153,559 125,321

原材料及び貯蔵品 364,816 504,064

その他 122,101 130,183

流動資産合計 6,285,778 7,028,067

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 268,435 264,363

機械装置及び運搬具（純額） 500,871 625,297

土地 768,976 768,976

リース資産（純額） 42,131 32,137

建設仮勘定 2,126 16,865

その他（純額） 83,151 99,630

有形固定資産合計 1,665,693 1,807,271

無形固定資産   

リース資産 8,453 29,855

その他 14,017 17,524

無形固定資産合計 22,471 47,380

投資その他の資産   

投資有価証券 32,762 36,362

その他 149,261 154,952

投資その他の資産合計 182,023 191,314

固定資産合計 1,870,187 2,045,966

資産合計 8,155,966 9,074,034
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,156,369 ※２ 2,697,730

電子記録債務 442,606 ※２ 446,669

短期借入金 1,277,188 1,242,163

リース債務 22,887 30,902

未払法人税等 19,049 25,460

賞与引当金 9,621 10,616

その他 255,884 318,850

流動負債合計 4,183,606 4,772,393

固定負債   

長期借入金 2,522,531 2,400,320

リース債務 33,643 44,352

繰延税金負債 29,281 31,868

退職給付に係る負債 151,827 148,971

その他 7,327 8,308

固定負債合計 2,744,610 2,633,821

負債合計 6,928,217 7,406,215

純資産の部   

株主資本   

資本金 927,623 1,029,998

資本剰余金 763,504 865,879

利益剰余金 △588,128 △649,912

自己株式 △23,244 △23,297

株主資本合計 1,079,755 1,222,668

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,431 3,229

繰延ヘッジ損益 － △7,149

為替換算調整勘定 182,398 478,399

退職給付に係る調整累計額 △36,731 △30,449

その他の包括利益累計額合計 147,098 444,029

非支配株主持分 894 1,121

純資産合計 1,227,748 1,667,819

負債純資産合計 8,155,966 9,074,034
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 10,418,408 12,149,497

売上原価 9,522,639 10,872,159

売上総利益 895,769 1,277,338

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 136,114 144,892

給料及び賞与 418,523 396,119

退職給付費用 30,216 31,665

その他 466,001 534,567

販売費及び一般管理費合計 1,050,854 1,107,246

営業利益又は営業損失（△） △155,085 170,092

営業外収益   

受取利息 2,472 1,538

受取配当金 420 623

受取手数料 5,258 4,322

助成金収入 1,088 15,486

その他 6,335 5,854

営業外収益合計 15,577 27,824

営業外費用   

支払利息 45,031 46,981

為替差損 6,689 154,843

その他 2,018 5,128

営業外費用合計 53,739 206,954

経常損失（△） △193,248 △9,037

特別利益   

固定資産売却益 1,521 2,199

特別利益合計 1,521 2,199

特別損失   

固定資産売却損 300 －

固定資産処分損 1,848 2,306

事業構造改善費用 － 11,203

特別退職金 15,574 －

操業休止費用 － 15,968

特別損失合計 17,723 29,479

税金等調整前四半期純損失（△） △209,450 △36,316

法人税等 20,011 25,265

法人税等還付税額 △21,873 －

四半期純損失（△） △207,588 △61,581

非支配株主に帰属する四半期純利益 151 202

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △207,740 △61,784

 

EDINET提出書類

ヤマト・インダストリー株式会社(E00867)

四半期報告書

11/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純損失（△） △207,588 △61,581

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 390 1,798

繰延ヘッジ損益 △61 △7,149

為替換算調整勘定 143,651 296,201

退職給付に係る調整額 5,405 6,281

その他の包括利益合計 149,385 297,131

四半期包括利益 △58,203 235,549

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △58,418 235,147

非支配株主に係る四半期包括利益 214 402
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形割引高 49,210千円 72,865千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形、電子記録債権及び電子記録債務を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －　千円 618千円

電子記録債権 －　千円 13,625千円

支払手形 －　千円 104,984千円

電子記録債務 －　千円 120,787千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日）

減価償却費 186,723千円 171,309千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年12月31日)

　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年11月14日付で、株式会社ＩＡＴから第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ102,375千円増加し、当第３四半期

連結会計期間末において資本金が1,029,998千円、資本剰余金が865,879千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

 
合成樹脂成形
関連事業

物流機器
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 8,864,751 1,553,657 10,418,408 － 10,418,408

セグメント間の内部売上高

又は振替高
74,988 208 75,197 △75,197 －

計 8,939,739 1,553,866 10,493,606 △75,197 10,418,408

セグメント損失(△) △118,401 △36,684 △155,085 － △155,085

（注）　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

 
合成樹脂成形
関連事業

物流機器
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 10,476,510 1,672,987 12,149,497 － 12,149,497

セグメント間の内部売上高

又は振替高
314 673 988 △988 －

計 10,476,825 1,673,660 12,150,485 △988 12,149,497

セグメント利益 142,500 27,591 170,092 － 170,092

（注）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日至2021年12月31日）

(単位：千円)

 報告セグメント

合計
 

合成樹脂成形
関連事業

物流機器
関連事業

日本 2,795,019 1,542,535 4,337,555

中国 5,116,701 11,122 5,127,823

フィリピン 941,899 ― 941,899

その他 11,130 ― 11,130

顧客との契約から生じる収益 8,864,751 1,553,657 10,418,408

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 8,864,751 1,553,657 10,418,408

 

当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日至2022年12月31日）

(単位：千円)

 報告セグメント

合計
 

合成樹脂成形
関連事業

物流機器
関連事業

日本 2,846,067 1,665,543 4,511,611

中国 6,314,173 7,443 6,321,616

フィリピン 1,271,492 ― 1,271,492

その他 44,777 ― 44,777

顧客との契約から生じる収益 10,476,510 1,672,987 12,149,497

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 10,476,510 1,672,987 12,149,497
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △206円81銭 △58円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △207,740 △61,784

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）
△207,740 △61,784

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,004 1,058

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月13日

ヤマト・インダストリー株式会社

取締役会　御中

 

監査法人不二会計事務所

東京都台東区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 栗田　尚宜

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマト・インダ

ストリー株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日

から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤマト・インダストリー株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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